
参考資料

令和元年第３回三豊市議会定例会 

提出議案（条例関係）新旧対照表 
ページ番号

・議案第９０号関係 ・・・ １

 （三豊市中小企業・小規模企業振興基本条例の制定について）

・議案第９１号関係 ・・・ ２

 （三豊市消防団条例の一部改正について）

・議案第９２号関係 ・・・ ３

 （三豊市職員の給与に関する条例の一部改正について）

・議案第９３号関係 ・・・ ５

 （三豊市印鑑条例の一部改正について）

・議案第９４号関係 ・・・ ７

 （三豊市立幼稚園預かり保育条例の一部改正について）

・議案第９５号関係 ・・・ ８

 （三豊市子どものための教育・保育給付に関する条例の一部改
正について）



【議案第９０号関係】 

   三豊市中小企業・小規模企業振興基本条例 新旧対照表（抄） 

【附則第２項関係】 三豊市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成１８年三豊

市条例第５５号） 一部改正  

改正後（案） 現   行

別表(第2条関係) 別表(第2条関係) 
(単位：円) (単位：円) 

区分 報酬額

略

中小企業・小規模企業振興審議会委員 日額 8,000 
略

区分 報酬額

略

産業振興審議会委員 日額 8,000 
略

備考 略 備考 略
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【議案第９１号関係】 

   三豊市消防団条例（平成１８年三豊市条例第２０３号） 一部改正 新旧対照表（抄） 

改正後（案） 現   行

(欠格条項) (欠格条項) 
第6条 次の各号のいずれかに該当する者は、団員となるこ
とができない。

第6条 次の各号のいずれかに該当する者は、団員となるこ
とができない。

(削除) (1) 成年被後見人又は被保佐人
(1) 禁錮以上の刑に処せられてその執行を終わるまでの

者又はその執行を受けることがなくなるまでの者
(2) 禁錮

こ

以上の刑に処せられてその執行を終わるまでの

者又はその執行を受けることがなくなるまでの者

(2) 第8条の規定により懲戒免職の処分を受け、当該処分
の日から2年を経過しない者

(3) 第8条の規定により免職  の処分を受け、当該処分
の日から2年を経過しない者

(3) 6月以上の長期にわたり居住地を離れて生活すること
を常とする者

(4) 6月以上の長期にわたり居住地を離れて生活すること
を常とする者
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【議案第９２号関係】 

   三豊市職員の給与に関する条例（平成１８年三豊市条例第６１号） 一部改正 新旧対照表（抄） 

改正後（案） 現   行

(期末手当) (期末手当) 
第26条 期末手当は、6月1日及び12月1日(以下この条から第

29条までにおいてこれらの日を「基準日」という。)に、そ
れぞれ、在職する職員に対して、それぞれ基準日の属する

月の規則で定める日(次条から第29条までにおいてこれら
の日を「支給日」という。)に支給する。基準日前1箇月以
内に退職し

、又は死亡した職員(規則で定
める職員を除く。)についても、同様とする。

第26条 期末手当は、6月1日及び12月1日(以下この条から第
29条までにおいてこれらの日を「基準日」という。)に、そ
れぞれ、在職する職員に対して、それぞれ基準日の属する

月の規則で定める日(次条から第29条までにおいてこれら
の日を「支給日」という。)に支給する。基準日前1箇月以
内に退職し、若しくは法第16条第1号に該当して同法第28
条第4項の規定により失職し、又は死亡した職員(規則で定
める職員を除く。)についても、同様とする。

2・3 略  2・3 略 
4 前2項の期末手当基礎額は、それぞれの基準日現在(退職
し 、又は死亡した職員にあっては、退職

し 、又は死亡した日現在)において職員が
受けるべき給料及び扶養手当の月額並びに医療職給料表

(一)の適用を受ける職員以外にあってはこれらに対する地
域手当の月額の合計額とする。

4 前2項の期末手当基礎額は、それぞれの基準日現在(退職
し、若しくは失職し、又は死亡した職員にあっては、退職

し、若しくは失職し、又は死亡した日現在)において職員が
受けるべき給料及び扶養手当の月額並びに医療職給料表

(一)の適用を受ける職員以外にあってはこれらに対する地
域手当の月額の合計額とする。

5 略 5 略
第27条 次の各号のいずれかに該当する者には、前条第1項
の規定にかかわらず、当該各号の基準日に係る期末手当(第
4号に掲げる者にあっては、その支給を一時差し止めた期
末手当)は、支給しない。

第27条 次の各号のいずれかに該当する者には、前条第1項
の規定にかかわらず、当該各号の基準日に係る期末手当(第
4号に掲げる者にあっては、その支給を一時差し止めた期
末手当)は、支給しない。

(1) 略 (1) 略
(2) 基準日から当該基準日に対応する支給日の前日まで
の間に法第28条第4項の規定により失職した職員

(2) 基準日から当該基準日に対応する支給日の前日まで
の間に法第28条第4項の規定により失職した職員(同法
第16条第1号に該当して失職した職員を除く。)

(3)・(4) 略 (3)・(4) 略
(勤勉手当) (勤勉手当) 
第29条 勤勉手当は、基準日にそれぞれ在職する職員に対
し、基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の勤務成
績に応じて、支給日に支給する。基準日前1箇月以内に退
職し、

又は死亡した職員(規則で定める職
員を除く。)についても同様とする。

第29条 勤勉手当は、基準日にそれぞれ在職する職員に対
し、基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の勤務成
績に応じて、支給日に支給する。基準日前1箇月以内に退
職し、若しくは法第16条第1号に該当して同法第28条第4
項の規定により失職し、又は死亡した職員(規則で定める職
員を除く。)についても同様とする。

2 略 2 略
(1) 前項の職員のうち再任用職員以外の職員 当該職員
の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれその基準日現

在(退職し 、又は死亡した職員にあって

は、退職し 、又は死亡した日現在。次

項において同じ。)において受けるべき扶養手当の月額及
び医療職給料表(一)の適用を受ける職員以外にあっては
これに対する地域手当の月額を加算した額に100分の
92.5を乗じて得た額の総額

(1) 前項の職員のうち再任用職員以外の職員 当該職員
の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれその基準日現

在(退職し、若しくは失職し、又は死亡した職員にあって
は、退職し、若しくは失職し、又は死亡した日現在。次

項において同じ。)において受けるべき扶養手当の月額及
び医療職給料表(一)の適用を受ける職員以外にあっては
これに対する地域手当の月額を加算した額に100分の
92.5を乗じて得た額の総額

(2) 略 (2) 略
3～5 略 3～5 略

(休職者の給与) (休職者の給与) 
第30条 職員が公務上負傷し、若しくは疾病にかかり、又は
通勤(地方公務員災害補償法(昭和42年法律第121号)第2条
第2項及び第3項に規定する通勤をいう。)により負傷し、若

第30条 職員が公務上負傷し、若しくは疾病にかかり、又は
通勤(地方公務員災害補償法(昭和42年法律第121号)第2条
第2項及び第3項に規定する通勤をいう。)により負傷し、若
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しくは疾病にかかり、法第28条第2項第1号に掲げる事由に
該当して休職にされたときは、その休職期間中これに給与

の全額を支給する。

しくは疾病にかかり、法第28条第2項第1号に掲げる事由に
該当して休職にされたときは、その休職期間中これに給与

の全額を支給する。

2～6 略  2～6 略 
7 第2項、第3項  又は第4項に規定する職員が当該各項に
規定する期間内で第26条第1項に規定する規準日前1箇月
以内に退職し

、又は死亡したときは、その

支給日に、当該各項の例による額の期末手当を支給するこ

とができる。ただし、規則で定める職員については、この

限りでない。

7 第2項及び第3項又は第4項に規定する職員が当該各項に
規定する期間内で第26条第1項に規定する規準日前1箇月
以内に退職し、若しくは法第16条第1号に該当して同法第2
8条第4項の規定により失職し、又は死亡したときは、その
支給日に、当該各項の例による額の期末手当を支給するこ

とができる。ただし、規則で定める職員については、この

限りでない。

8 略 8 略
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【議案第９３号関係】 

   三豊市印鑑条例（平成１８年三豊市条例第１７号） 一部改正 新旧対照表（抄） 

改正後（案） 現   行

(登録資格) (登録資格) 
第2条 住民基本台帳法(昭和42年法律第81号。以下「法」と
いう。)に基づき本市が備える住民基本台帳に記録されてい
る者は、1人1個に限り印鑑の登録を受けることができる。

第2条 住民基本台帳法(昭和42年法律第81号
)に基づき本市の住民基本台帳   に記録されてい

る者は、1人1個に限り印鑑の登録を受けることができる。
2 略 2 略

(登録拒否) (登録拒否) 
第5条 市長は、登録を受けようとする印鑑が次の各号のい
ずれかに該当するときは、当該印鑑の登録を拒否するもの

とする。

第5条 市長は、登録を受けようとする印鑑が次の各号のい
ずれかに該当するときは、当該印鑑の登録を拒否するもの

とする。

(1) 住民基本台帳に記録されている氏名、氏、名、旧氏（住
民基本台帳法施行令（昭和42年政令第292号。以下「令」
という。）第30条の13に規定する旧氏をいう。以下同じ。）
若しくは通称(令第30条の16第1項         

に規定する通称をいう。以下同

じ。)又は氏名、旧氏若しくは通称の一部を組み合わせた
もので表していないもの

(1) 住民基本台帳に記録されている氏名、氏、名

若しくは通称(住民基本台帳法施行令(昭和42年政令第29
2号)第30条の26第1項に規定する通称をいう。以下同
じ。)又は氏名 若しくは通称の一部を組み合わせた

もので表していないもの

(2) 職業、資格その他氏名、旧氏又は通称以外の事項を表
しているもの

(2) 職業、資格その他氏名 又は通称以外の事項を表

しているもの

(3)・(4) 略 (3)・(4) 略
2 市長は、前項第1号及び第2号の規定にかかわらず、外国
人住民(法     第30条の45に規定する外国人住民を
いう。以下同じ。)のうち非漢字圏の外国人住民が住民票の
備考欄に記載がされている氏名の片仮名表記又はその一

部を組み合わせたもので表されている印鑑により登録を

受けようとする場合には、当該印鑑を登録することができ

る。    

2 市長は、前項第1号及び第2号の規定にかかわらず、外国
人住民(住民基本台帳法第30条の45に規定する外国人住民
をいう。以下同じ。)のうち非漢字圏の外国人住民が住民票
の備考欄に記録されている 氏名の片仮名表記又はその

一部を組み合わせたもので表されている印鑑により登録

を受けようとする場合には、当該印鑑を登録することがで

きる。

(印鑑登録原票) (印鑑登録原票) 
第6条 市長は、印鑑登録原票を備え、印鑑登録申請書に記
載されている事項その他必要な事項について審査した上、

印影のほか当該登録申請者に係る次に掲げる事項を登録

する。

第6条 市長は、印鑑登録原票を備え、印鑑登録申請書に記
載されている事項その他必要な事項について審査した上、

印影のほか当該登録申請者に係る次に掲げる事項を登録

する。

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略
(3) 氏名(氏に変更があった者に係る住民票に旧氏の記載
（法第6条第3項の規定により磁気ディスク（これに準ず
る方法により一定の事項を確実に記録しておくことが

できる物を含む。以下同じ。）をもって調製する住民票

にあっては、記録。以下同じ。）がされている場合にあ

っては氏名及び当該旧氏、外国人住民に係る住民票に通

称の記載がされている場合にあっては氏名及び当該通

称) 

(3) 氏名(

外国人住民に係る住民票に通

称が記録されている 場合にあっては、氏名及び通称 

)
(4)・(5) 略 (4)・(5) 略
(6) 外国人住民のうち非漢字圏の外国人住民が住民票の
備考欄に記載がされている氏名の片仮名表記又はその

一部を組み合わせたもので表されている印鑑により登

録を受ける場合にあっては、当該氏名の片仮名表記

(6) 外国人住民のうち非漢字圏の外国人住民が住民票の
備考欄に記録されている 氏名の片仮名表記又はその

一部を組み合わせたもので表されている印鑑により登

録を受ける場合にあっては、当該氏名の片仮名表記

(7) 略 (7) 略
2 略 2 略

(印鑑登録の職権抹消) (印鑑登録の職権抹消) 
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第11条 市長は、登録者が次の各号のいずれかに該当するこ
とを知ったときは、職権で印鑑の登録を抹消するものとす

る。

第11条 市長は、登録者が次の各号のいずれかに該当するこ
とを知ったときは、職権で印鑑の登録を抹消するものとす

る。

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略
(3) 氏名(外国人住民に係る住民票に通称の記載がされて
いる場合にあっては氏名及び当該通称)、氏（氏に変更が
あった者にあっては、住民票に記載がされている旧氏を

含む。）又は名の変更があった(登録されている印影を変
更する必要のない場合を除く。)とき。

(3) 氏名(外国人住民に係る住民票に通称が記録されてい
る 場合にあっては、氏名及び通称 )、氏

又は名の変更があった(登録されている印影を変
更する必要のない場合を除く。)とき。

(4) 略 (4) 略
2 略 2 略

(印鑑登録の証明) (印鑑登録の証明) 
第12条 市長は、印鑑登録証明書により、登録者に係る印鑑
登録原票に登録されている印影の写し(印鑑登録原票に登
録されている印影を光学画像読取装置により読み取って

磁気ディスクに記録したものに係るプリンターからの打

出しを含む。)について証明し、あわせて次に掲げる事項を
当該証明書に記載する。

第12条 市長は、印鑑登録証明書により、登録者に係る印鑑
登録原票に登録されている印影の写し(印鑑登録原票に登
録されている印影を光学画像読取装置により読み取って

磁気ディスクに記録したものに係るプリンターからの打

出しを含む。)について証明し、あわせて次に掲げる事項を
当該証明書に記載する。

(1) 氏名(氏に変更があった者に係る住民票に旧氏の記載
がされている場合にあっては氏名及び当該旧氏、外国人

住民に係る住民票に通称の記載がされている場合にあ

っては氏名及び当該通称) 

(1) 氏名(
外国人

住民に係る住民票に通称が記録されている 場合にあ

っては、氏名及び通称) 
(2)・(3) 略 (2)・(3) 略
(4) 外国人住民のうち非漢字圏の外国人住民が住民票の
備考欄に記載がされている氏名の片仮名表記又はその

一部を組み合わせたもので表されている印鑑により登

録を受ける場合にあっては、当該氏名の片仮名表記

(4) 外国人住民のうち非漢字圏の外国人住民が住民票の
備考欄に記録されている氏名の片仮名表記又はその一

部を組み合わせたもので表されている印鑑により登録

を受ける場合にあっては、当該氏名の片仮名表記

2 略 2 略
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【議案第９４号関係】 

   三豊市立幼稚園預かり保育条例（平成１８年三豊市条例第２０８号） 一部改正 新旧対照表（抄） 

改正後（案） 現   行

(保育料) (保育料) 

第3条 略 第3条 略
(保育料の減免)
第4条 市長は、教育委員会において必要があると認めたと

きは、保育料を減額し、又は免除することができる。

(委任) (委任) 
第5条 略 第4条 略
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【議案第９５号関係】 

   三豊市子どものための教育・保育給付に関する条例（平成２７年三豊市条例第８号） 一部改正 新旧対

照表（抄） 

改正後（案） 現   行

(報告等に関する罰則) (報告等に関する罰則) 
第3条 次の各号のいずれかに該当する者は、10万円以下の
過料に処する。

第3条 次の各号のいずれかに該当する者は、10万円以下の
過料に処する。

(1) 正当な理由なしに、法第13条第1項（法第30条の3に
おいて準用する場合を含む。以下この号において同じ。）

の規定による報告若しくは物件の提出若しくは提示を

せず、若しくは虚偽の報告若しくは虚偽の物件の提出若

しくは提示をし、又は法第13条第1項の規定による当該
職員の質問に対して、答弁せず、若しくは虚偽の答弁を

した者

(1) 正当な理由なしに、法第13条第1項

の規定による報告若しくは物件の提出若しくは提示を

せず、若しくは虚偽の報告若しくは虚偽の物件の提出若

しくは提示をし、又は同項     の規定による当該

職員の質問に対して、答弁せず、若しくは虚偽の答弁を

した者

(2) 正当な理由なしに、法第14条第1項（法第30条の3に
おいて準用する場合を含む。以下この号において同じ。）

の規定による報告若しくは物件の提出若しくは提示を

せず、若しくは虚偽の報告若しくは虚偽の物件の提出若

しくは提示をし、又は法第14条第1項の規定による当該
職員の質問に対して、答弁せず、若しくは虚偽の答弁を

し、若しくは同項の規定による検査を拒み、妨げ、若し

くは忌避した者

(2) 正当な理由なしに、法第14条第1項

の規定による報告若しくは物件の提出若しくは提示を

せず、若しくは虚偽の報告若しくは虚偽の物件の提出若

しくは提示をし、又は同項     の規定による当該

職員の質問に対して、答弁せず、若しくは虚偽の答弁を

し、若しくは同項の規定による検査を拒み、妨げ、若し

くは忌避した者

(3) 略 (3) 略

附 則 附 則

(施行期日) (施行期日) 
1 略 1 略
2 略 2 略
3 法附則第9条第1項の適用を受ける間、同項第1号イ、第2
号イ(1)及びロ(1)並びに第3号イ(1)及びロ(1)に規定する教
育・保育給付認定保護者の属する世帯の所得の状況その他

の事情を勘案して市が定める額は、それぞれ当該規定の政

令で定める額を限度として、市長が別に定める額とする。

3 法附則第9条第1項の適用を受ける間、同項第1号イ、第2
号イ(1)及びロ(1)並びに第3号イ(1)及びロ(1)に規定する支
給認定保護者    の属する世帯の所得の状況その他

の事情を勘案して市が定める額は、それぞれ当該規定の政

令で定める額を限度として、市長が別に定める額とする。
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